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概 要

本研究では，水道統計と全国の水道事業体に対する調査によって，統合した水道事業体が旧事業

体間の水道料金の格差を解消するために実施した是正方法 (料金の設定と改定方法) を把握すると

ともに，是正時の料金設定を規定する要因の特定を試みた。その結果，料金設定に関しては，旧事

業体の中の最低料金が統一料金を規定する大きな要因であったことと，その結果として多くの事業

体において統合後，総費用から給水収益を引いた収益の不足額が増加していたことが明らかになっ

た。
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1．は じ め に

わが国の上水道は，2010 年度末現在で 97.5% と高

普及率を誇っている1)が，近年，人口の減少に伴う給

水収益の減少や職員数の削減など，水道事業を取り巻

く環境は厳しさを増している。そのような状況の中，

今後も安全な水を安定的に低廉な価格で供給し続けて

いくためには，事業体の技術面や経営面における運営

基盤の強化を図る必要がある2)とされており，その強

化策として最も期待されているのが事業統合である3)。

日本水道協会が実施したアンケート4)においても，

全国の水道事業体の 6割近くが事業統合を含む広域化

の必要性を感じると回答している。しかし水道事業の

統合は，注目を浴びているものの，実際には進んでい

ないのが現状である5)。統合を阻害する最大の要因と

して，前述のアンケートにおいて多くの事業体が挙げ

ているのが水道料金の事業体間格差である。水道料金

は生活用水の供給という同一のサービスに対する対価

であることからその格差は小さい方が望ましく6)，格

差がある場合は，その是正が必要となるが，是正 (料

金の統一) は容易ではない。高い料金に統一すること

には住民からの反発が大きく，低い料金に統一するこ

とは事業体の経営を圧迫する恐れがあるためである7)。

しかし，水道料金の格差を是正することができれば，

統合の促進につながるだけなく，料金徴収方法や検針

方法などを統一できることで業務の効率化が図られ，

コストが削減されるとともに，住民にとってもサービ

ス格差の解消が図られるというメリットがある4)。

一方，水道事業の統合に関する既往研究としては，

料金格差の是正による事業運営への影響を明らかにし

ようとしたもの8)や市町村合併が水道事業に与えた影

響を把握しようとしたもの9)，水道料金の改定に関し

ては，その経緯や改定の基礎となる財政計画の基本的

な考え方，今後の課題について調査したもの10)などが

ある。しかし，是正時の料金設定を規定する要因を明

らかにしようとした研究は管見の限り存在しない。

そこで本研究では，全国の統合した水道事業体が水

道料金の事業体間の格差を解消するために実施してき

た是正方法 (水道料金の設定と改定方法) と同方法を

選択した理由を把握することと，格差是正による料金

設定を規定する要因を明らかにすることを目的とする。

本研究の目的を達成することができれば，統合した

水道事業体が水道料金の格差是正を行う際に参考にな

り，事業統合の促進や運営基盤の強化にもつながると

考えられる。

2．研 究 方 法

2. 1 対象期間の設定

本研究ではまず，水道統計11)から水道事業体数の経

年変化を把握し，事業体数が大きく減少している年度

を本研究における調査対象の開始年度とする。また対

象期間の終了年度としては，水道料金が 3〜5 年を基

準に改定されることから，開始年度の 5年後とする。

ここで水道統計とは，厚生労働省が全国の水道事業

体に対して毎年実施している調査の結果を取りまとめ
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た統計書である。水道統計には，各事業体の施設の概

要や財務状況など，さまざまなデータが記載されてい

る。また，添付されている CD-ROMの中には事業体

ごとの全 2000程度の各種データが事業計画や施設の

概要，財務状況などの項目ごとに 40 程度の Excel

ファイルに分けて収納されている (項目とExcelファ

イルの数は年度によって異なる)。なお，同ファイル

では，それぞれの事業体に都道府県番号と都道府県別

の整理番号が割り当てられており，本稿では都道府県

番号と整理番号を併せた各事業体の固有の番号を事業

体番号と呼ぶこととする。

2. 2 格差是正を実施した事業体とその是正方法の把握

続いて，次のような手順で，水道事業を統合し格差

是正を実施した可能性がある事業体を水道統計から把

握し，その上でヒアリング調査によって価格是正を実

施した事業体を特定する。

① 統合した可能性のある事業体として，水道統計

において調査対象の開始年度に新しい事業体番

号を持ち，または事業体番号は同じであるが事

業主体名が変わっており，かつ終了年度まで事

業主体名が存在していた事業体を把握する。こ

のとき，水道統計に料金の記載のない事業体は

調査対象から除外する。なお，新しい事業体番

号を持つとは，新たな事業体が設立されたこと

を意味する。

② ①で特定した事業体について，市町村変更情

報12)から合併前の旧市町村 (事業体) 名を把握

する。これは，水道統計ではどの事業体が統合

してどの事業体になったかが明確ではなく，ま

た後述するように，統合していた事業体のほと

んどが，市町村合併の結果，統合していたため

である。このとき，旧市町村全ての事業体に関

するデータが水道統計に記載されていない事業

体は調査対象から除外する。

③ 以上の手順で残った事業体のうち，同一事業主

体名の下で複数の事業体番号を持っていたが，

終了年度までに水道料金または事業体番号が同

じになっていた事業体を，格差是正を実施した

可能性のある事業体として特定する。

④ ③で特定した事業体に対して，電話 (第一次)

ヒアリング調査を実施し，統合や是正の実際の

有無を確認するとともに，是正していた市町村

の水道料金の是正方法を把握する。

なお，格差是正を実施していた事業体のうち，他の

事業体とは異なる特徴的な形で実施していた事業体に

対しては別途，電話とメールによる第二次ヒアリング

調査を実施し，特徴的な方法を選んだ理由や，料金改

定を公表する際に住民の理解を得るために行った工夫

についても把握する。

2. 3 料金を規定する要因の把握

格差是正を実施していた事業体の是正の前後につい

て，次のような手順で重回帰分析を実施することで是

正時の水道料金の設定を規定する要因の特定を試みる

(Fig. 1参照)。

(1) 目的変数

是正前の事業体に対する分析では，目的変数として

是正前年度の標準的水道料金 (以下，標準料金) を，

是正後の事業体に対する分析では是正年度の統一され

た標準的水道料金 (以下，統一料金) を使用する。な

お，ここで標準的水道料金とは，家庭用 (用途別料金

体系) の 13 mmの口径 (口径別料金体系) で月に 20

m3使用した場合の料金とする。また，段階的に格差

が是正されていた場合は，最初の是正年度の統一料金

を用いる。

(2) 説明変数

① 説明変数の候補の抽出

水道統計に付属している CD-ROMの調査対象年度

のExcelファイルの中から，説明変数の候補として分

析対象事業体間で共通するファイルの中の共通する項

目を抽出する。この時，対象事業体間で全て同じ値で

ある項目と数値以外の項目は説明変数から除外する。

また，いくつかの項目の集計値が項目としてある場合

は，集計値の項目のみを抽出する。

② 説明変数の選定のための予備的重回帰分析

次に，Excelファイルごとにファイル内の選定した

項目と，(後述する理由によって選んだ) 給水原価と

を説明変数，是正前の水道料金または是正後の統一

料金を目的変数とする予備的重回帰分析を行う。給

水原価 (WSC) とは，料金徴収の対象となる有収水量

(AFW) 1 m3 の水を給水するためにかかった費用であ

る (式(1)参照)。

WSC=
[C−(ECC+CPS+CFSW)]

AFW
(1)

ここで，C：経常経費，ECC：受託工事費，CPS：材
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Fig. 1 重回帰分析の実施手順



料及び不用品売却原価，CFSW：附帯工事費。

予備的分析では，選定した全ての項目で一度にでは

なくファイルごとに分析をまず行うが，これは全項目

を説明変数とすると説明変数の数が対象事業体 (分析

対象データ) 数を超え，重回帰分析ができないためで

ある。また，ファイルごとの分析段階で給水原価を説

明変数として加えたのは，加えない場合，予備的重回

帰分析の結果として残る説明変数の数が対象事業体数

を超えるためである。

ファイルごとに実施する変数増減法による重回帰分

析によって，統計的に有意 (有意水準 5%) であった

項目を水道料金に与える影響が大きな説明変数として

特定する。

水道統計のデータから各事業体の是正前後の給水原

価をそれぞれ算出し，説明変数に加える (ただし，式

(1)右辺の項目のうち，CPSと CFSWは 2004 年度以

前の水道統計には記載されていなかったため，2004

年度以前に該当した事業体に対する給水原価の計算で

は，これらの項目を使用しなかった)。その上で，説

明変数としての重複を避けるために，式(1)右辺の，

給水原価の計算に使用した水道統計の項目は説明変数

から除外した。

なお，説明変数として給水原価を用いたのは，水道

料金は同原価に基づいて設定されることが望ましい13)

とされていることから，料金を規定する最も重要な要

因であると，また，給水原価を含めた説明変数によっ

て重回帰分析を行うことで，給水原価が料金を決定す

る寄与率と同原価と実際の水道料金とのかい離を説明

する要因を同時に明らかにできると考えたためである。

③ 分析に用いる説明変数の決定

続いて，以上の作業で影響が大きいと特定された

全ての項目を説明変数に，水道料金を目的変数とす

る変数増減法による重回帰分析を再度行い，水道料

金に与える影響が最も大きい説明変数を特定する。な

お本研究では，特定された説明変数間に多重共線性の

疑いがないことを VIF (variance inflation factor) によっ

て確認する。多重共線性が検出された場合は，最も高

い VIFを示した変数を除いた残りの変数で VIFを再

度算出し，全ての変数の VIFが 10以下になるまでこ

の作業を繰り返す。

3．調査分析の結果

3. 1 調査対象期間

調査対象期間を設定するために，水道統計から過去

10 年間 (2001〜2010 年度) の各年度末現在の水道事

業体数の推移を経営主体別に把握した。その結果を

Fig. 2 に示す。図に示すように，事業体数の合計は

2004 と 2005 年度において大きく減少していた。より

詳しくは，両年度において市が経営主体である事業体

数が大きく増加していたのに対して，町や村，組合が

経営主体である事業体数は減少していた。そのため本

研究では 2004 または 2005 年度に統合した事業体が

もっとも多いと考え，2004 年度を調査対象の開始年

度，開始年度の 5 年後の 2009 年度を終了年度として

設定した。

3. 2 格差是正を実施した事業体とその方法

前述した方法で，水道統計から 2004または 2005 年

度に水道事業を統合した可能性のある事業体を特定し

た。特定の手順と結果の概要を Fig. 3に示す。

① 統合した可能性のある事業体の特定

新しい事業体番号を持ち，または事業体番号は同じ

であるが事業主体名が変わっており，かつ 2009 年度

まで事業主体名が存在していた事業体はそれぞれ 77

と 476 事業体であった。これらのうちから，水道統計

に水道料金の記載がなかったそれぞれ 5 と 22 事業体

を除くと，計 526 事業体が残った。

② 合併前の旧市町村 (事業体) 名の把握

次に，これら 526 事業体の合併前の市町村名を把握

し，水道統計における旧市町村のデータの有無を確認

した。その結果，統合前後の全ての事業体に関する
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Fig. 2 全国の水道事業体数の推移11)

Fig. 3 格差是正を実施した可能性のある事業体の特定手順と特定
結果の概要



データが収録されていた 95市町村 266 事業体を把握

することができた。

③ 格差是正を実施した可能性のある事業体の特定

さらに，把握した 266 事業体のうち，2009 年度ま

でに同一事業体名の中で全事業体の水道料金が同一に

なっていた，または複数の事業体番号を持っていた同

一事業主体が 1つの事業体番号となっていた (格差是

正を実施した可能性のある) 事業体として 79市町村

213 事業体を特定することができた。

④ 統合や是正の有無の確認と是正方法の把握

次に，特定した 79市町村に対する電話ヒアリング

調査によって，統合や是正の実際の有無に関する確認

を行うとともに是正した市町村の水道料金の是正方法

を把握した。調査の概要を Table 1 に示す。表に示

すように，78市町村から回答があった。

第一次ヒアリング調査の結果，78市町村のうち 73

市町村が市町村合併に伴い，1市町村が広域化のため

に事業を統合していた。ただし，残る 4市町村につい

ては，少なくとも調査対象期間中には事業を統合して

いなかったことがわかった。

水道料金の格差是正に関しては，統合していた 74

市町村のうち，59市町村 (121 事業体) が是正を実施

しており，そのうち 17市町村が合併時に，42市町村

が合併後，数年経過した後に格差を是正していた。経

過措置の平均期間は約 3 年であった。ただし，残る

19市町村については，実際には格差是正を実施して

いなかった。これら 19市町村では，水道統計中の事

業体番号は統一されていたものの，旧市町村それぞれ

の料金のままで事業が経営されていたためである。

事業体間の水道料金の格差是正を実施していた 59

市町村について，調査で把握できた統一料金の設定方

法を集計した結果を Fig. 4 に示す。なお，複数の考

え方に基づいて統一料金を設定していた市町村が存在

したため，合計はのべ 62市町村となっている。図に

示すように統一料金の設定については，財政計画 (事

業収支の計画) に基づき，統一料金を設定していた市

町村 (以下，財政計画) と旧市町村のうち事業 (人

口) 規模が最も大きかった市町村の料金に設定してい

た市町村 (以下，最大規模の額)，旧市町村のうち最

低額であった市町村の料金に設定していた市町村 (以

下，最低額)，旧市町村の料金の平均額に設定してい

た市町村 (以下，平均額) がそれぞれ 31% と 24%，

23%，16% であった。それらに対して，旧市町村のう

ち最高額であった市町村の料金に設定していた市町村

(以下，最高額) は 6%と最も少なかった。

なお，特徴的な是正方法としては，59 市町村中，

段階的に是正を実施していた市町村と格差是正を実施

した後に事業統合していた市町村がそれぞれ 2事例ず

つあった。

3. 3 料金を規定する要因の特定

本研究では，前述した調査で特定した格差是正を実

施した事業体について，是正の前後それぞれについて，

変数増減法による重回帰分析によって水道料金の設定

を規定している要因の特定を試みた。

(1) 是正前の水道料金に対する分析結果

まず，格差是正を実施していた事業体の是正前の水

道料金に対する分析については，説明変数の候補とし

て抽出した水道統計の項目数は 808 であり，ファイル

ごとの予備的重回帰分析で残った説明変数は 40項目，

同 40項目を用いた分析で残った説明変数は 12項目と

なった。また，自由度調整済み決定係数 R'2 は 0.8319

となり，水道料金の変動はこれら 12項目の説明変数

でその約 8 割以上を説明できることがわかった。

最後まで残った変数のうち，p値が 5%未満の 10 の

変数とその標準偏回帰係数を Fig. 5 に示す。なお，

121 事業体が格差是正を実施していたが，これらのう

ち 2 事業体は他会計補助金が給水収益を上回っており，

事業として健全な経営ができていなかったため分析対

象から除外した。

Fig. 5に示すように，給水原価や営業外収益が水道

料金の変動への寄与率が高い説明変数として残り，そ

の標準偏回帰係数はそれぞれ 0.905 と−0.493 であっ

た。寄与率が最も高かった給水原価に対して水道料金

をプロットした結果を Fig. 6 に示す。図に示すよう

に，両項目の間にはやや強い相関関係がみられた

(r=0.8124)。また，多くの事業体において水道料金

が給水原価 (y=xの直線) より低い価格に設定され

ており，特に給水原価が高い事業体ほどこの傾向が顕
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水道統計から特定した 79市町村調査対象

電話ヒアリング調査調査方法

78市町村 (回答率 99%)回答状況

・事業統合の有無と年月
・格差是正の有無と年月
・格差是正による統一料金の設定方法

質問項目

2012 年 11〜12月調査期間

Table 1 第一次ヒアリング調査の概要

Fig. 4 統一料金の設定方法 (n=62)



著であることがわかる。なお，統合したものの格差是

正を実施していなかった事業体に対しても同様の重回

帰分析を実施したところ，是正前の事業体と同様に，

給水原価と営業外収益が最も係数値が高い説明変数

(標準偏回帰係数はそれぞれ 0.956 と−0.239) であっ

た。

(2) 是正後の水道料金に対する分析結果

次に，格差是正を実施していた事業体の是正後の統

一料金に対する分析については，説明変数の候補とし

て抽出した水道統計の項目数は 808 であり，ファイル

ごとの予備的重回帰分析で残った説明変数は 31項目，

同 31項目を用いた分析で残った説明変数は 14項目と

なった。次に，同 14項目に，格差是正を実施した多

くの事業体が料金設定の際にいずれかを考慮していた

社会的配慮要因である「最大規模の額」と「最低額」

「最高額」の数値を説明変数に加えて再度，分析を

行った。なお「平均額」については，VIF 値より，こ

れら 3つの項目に大きく依存する変数であったため，

説明変数に加えなかった。また，これらの項目が統一

料金を強く規定することは自明ではあるが，給水原価

と比較して社会的配慮がどの程度料金の決定を左右し

ているかを把握するために，これらを説明変数に加え

た分析を実施した。その結果 8 項目が残り，R'2は

0.9500 となり，統一料金の変動はこれら 8項目の説明

変数で 9割以上を説明できることがわかった。残った

変数とその標準偏回帰係数を Fig. 7 に示す。なお，

これら 8項目は変数増減法によって残った説明変数で

あり，多重共線性は検出されなかった。

Fig. 7に示すように，給水原価が説明変数から外れ，

最低額が統一料金の変動への寄与率が最も高い説明変

数として残り，その標準偏回帰係数は 0.646 であった。

最低額に対して統一料金をプロットした結果を Fig. 8

に示す。図に示すように，両項目の間には非常に強い

相関関係がみられた (r=0.9526)。なお，社会的配慮

要因である 3項目を加えずに実施した分析の結果では，

給水原価の標準偏回帰係数は 0.322 と，是正前の分析

結果に比べて低かった。

次に，格差是正を実施していた市町村について，水

道統計の財務データから，統一料金の設定方法ごとに，

総費用から給水収益を引いた額 (以下，不足額) を総

費用で除した，不足額の割合を是正の前後それぞれで

求めた。その結果を Table 2 に示す。なお，平均額

と財政計画のそれぞれに設定していた 2事業体につい

ては不足額が他の事業体に比べて桁違いが大きかった

ため，対象から除外した。表に示すように，値として
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Fig. 5 格差是正を実施した事業体の是正前年度の水道料
金に対する重回帰分析の結果：標準偏回帰係数
(n=119) (**： 1 %水準，*： 5 %水準)

Fig. 6 水道料金と給水原価との関係図 (n=119)

Fig. 7 格差是正を実施した事業体の統一料金に対する
重回帰分析の結果：標準偏回帰係数 (n=59)
(**： 1 %水準，*： 5 %水準)

事業
体数

不足額の割合 (平均値±標準偏差) 増加率
(%)

設定方法

Table 2 設定方法別の是正前後の不足額の割合

−0.5± 2.48.8± 9.74最 高 額

1.210.6±13.89.4±11.914最 低 額

0.92.9±10.12.0± 9.215最大規模の額

−2.3−1.3±11.50.9±13.718財 政 計 画

−9.3

是正後 (%)是正前 (%)

2.415.0±15.712.6±18.19平 均 額

Fig. 8 統一料金と最低額との関係図 (n=59)



のバラつきは大きいものの，平均値としてみたとき，

平均額や最低額，最大規模の額を採用した事業体の不

足額の割合は是正によっていずれも増加していた。そ

れに対して財政計画や最高額を採用した事業体では是

正によって，是正前はプラスであった同割合が是正後

にはともにマイナスになっていた。

3. 4 特徴的な是正の方法

続いて，第一次ヒアリング調査の対象市町村のうち，

他の市町村とは異なる特徴的な形で水道料金の格差是

正を実施していた 8市町村に対して，そのような特徴

的な方法を採用した理由や料金改定を公表する際に住

民の理解を得るために行った工夫などを把握するため

に，第二次ヒアリング調査を実施した。調査の概要を

Table 3に示す。表に示すように，全ての市町村から

回答があった。ただし，実施した是正方法を採用した

理由に関しては，ヒアリングにおいて確認できたのは

表面的な理由 (たとえば合併協議会での決定など) の

みであり，意思決定に際して採られたプロセスや方法

を具体的に把握することはできなかった。そのため，

ここでは，段階的に是正を実施していた 2事例 (茨城

県 K市と滋賀県 K市) のみを紹介する。

(1) 茨城県 K市

茨城県 K市は 1市 2 町が合併して 2005 年 9月に誕

生した。2012 年度現在で給水世帯数は 49,076世帯で

ある。同市は，合併協議会における決定で 2010 年ま

でに料金を統一することになっていた。ただし，急激

な負担増になる市民への影響を考慮して，一度に統一

するのではなく，まず 2008 年に旧市町村の標準料金

2,047円と 2,275円，3,528円を 2,593円に統一し，さ

らに 2010 年に同料金を 2,992円に値上げする方法で

是正を行っている。統一料金を公表する際には，パン

フレットの全戸配布や値上げ率の高い地域へのチラシ

の配布，市の HPや広報紙への掲載などを行っている。

(2) 滋賀県 K市

滋賀県 K市は 2 町が合併して 2004 年 10月に誕生

した。2012 年度現在で給水世帯数は 21,620世帯であ

る。同市は，口径 20 mm未満である一般世帯の標準

料金 2,880 円と 3,082 円を最低額に近い 2,825 円に

2005 年に統一した。口径 20 mm以上に関しては，一

般世帯に対する値下げによる負担の増加分を大口使用

者に求めるとともに，料金の格差が大きかったため，

段階的な是正が実施された。段階的に是正された基本

料金 (2ヶ月) の変化とその値上率を Table 4に示す。

表に示すように，まず 2005 年に旧市町村のうち最

高学額であった地区の基本料金を (平均 14%) 値下

げしたが，最低額であった地区の基本料金の変更はな

かった。ただし，それまで基本料金に含まれていた

20 m3 の水量料金が含まれなくなり，実質的には値上

げとなっている。その後，第 2段階として 2006 年に

最低額の地区の基本料金をさらに (平均 31%) 値上

げし，第 3段階として 2007 年に最低額の地区の基本

料金を旧市町村の最高額の地区の基本料金にまで (平

均 24%) 値上げすることで，口径 20 mm以上の基本

料金を統一した。また，統一料金を公表する際には，

合併前に説明会を地区ごとに開催することで旧 2町の

経営状況の現状の周知を図り，経営していく上で必要

な値上げであることについての説明を行っている。

4．結果のまとめと考察

水道統計を用いた調査の結果，2004 と 2005 年度に

おいて事業体数が大きく減少しており，多くの事業体

が両年度において統合したものと考えられた。両年度

に全国では多くの市町村が合併しており，これらの事

業体数の大きな増減は，合併による事業体の統合の結

果であると推察される。第一次ヒアリング調査の結果，

調査対象期間中に全国で少なくとも 59 市町村 (121

事業体) が事業統合に伴い旧事業体間の水道料金の格

差を是正していたことがわかった。ただし，このうち

財政計画に基づいて料金を設定した市町村は約 3 割で

あった。この結果から，格差を是正する際には事業体

の健全経営ではなく，負担増となる住民への配慮 (社

会的配慮要因) が優先され料金が決定されていたこと

が推察される。また，割合は最も低かったが，旧市町

村の最高額に統一料金を設定した市町村もあり，最高
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第一次ヒアリング調査で回答のあった 78市町村のう
ち，特徴的な形で格差是正 (段階的是正や是正後の事
業統合など) を実施した 8市町村

調査対象

電話とメールによるヒアリング調査調査方法

8市町村 (回答率 100%)回答状況

・実施した設定方法を選んだ理由
・統一料金公表の際に住民の理解を得るための工夫と
対応
・統一料金設定以降の水道料金の改定の有無と，改定
があった場合，その理由

質問項目

2012 年 11〜12月調査期間

Table 3 第二次ヒアリング調査の概要

最高額 最低額

注) 最低額であった地区の是正前の基本料金には 20 m3の水量料金が含まれ
ている。

口径
(mm)

Table 4 滋賀県 K 市において段階的に是正された基本料金
(口径 20 mm以上，2ヶ月)

61,740−14.3106,240123,90075

40

24.143,21031.634,83026,46026,460−14.343,21050,40050

26.5106,24036.083,99061,740

11,1608,8208,820−14.313,50015,75030

23.526,11030.721,14016,17016,170−14.326,11030,450

4,7705,56420

29.68,10041.76,2504,4104,410−14.38,1009,45025

21.013,50026.5

3段階
値上率
(%)

2段階1段階是正前
値上率
(%)

1段階是正前

20.54,77025.73,9603,1503,150−14.3

値上率
(%)



額に合わせる是正方法も可能であることがわかった。

次に，重回帰分析によって水道料金の設定を規定し

ている要因を特定した結果，是正前の水道料金はほぼ

給水原価を基準に設定されていたことがわかった。こ

れは，事業体が健全経営を原則として水道料金を設定

していた結果であると考えられる。また，営業外収益

の金額が大きいほど水道料金が低い傾向が見られたが，

これは水道料金を給水原価より低く設定したことによ

る経営上の赤字を補助金などで補填している結果と考

えられる。

他の説明変数に関しては，排水処理施設機械脱水計

画能力は排水処理で発生する汚泥を脱水する機械の能

力が高いほど原水の水質が悪く，機械の維持管理経費

に加えて処理費用が割高になることから，浄水場土地

と施設別ポンプ設備配水施設に関しては，浄水場の面

積が広く，施設の数が多いほど維持管理経費が割高に

なることから，浄水施設薬品沈殿池数に関しては，急

速ろ過に必要となる施設であり，緩速ろ過に比べて処

理費用が割高になることから，料金が高くなっている

ことが考えられる。一方，浄水施設緩速ろ過池数に関

しては，緩速ろ過が微生物の働きによって浄化する方

法のため，凝集剤を用いて浄化する急速ろ過に比べて

処理費用が割安になることが，配水施設配水池有効容

量に関しては，同数値 (調整貯留量) が高いほど，水

需要の変動に関わらず，安定かつ計画的な水処理 (処

理施設の運転) が可能になることから，料金が安く

なっている可能性が考えられる。

それに対して是正後の統一料金では，給水原価の標

準回帰係数は是正前の 0.905 から 0.322 に低下してい

た。このことは，是正前に水道料金の設定に最も大き

な影響を与えていた要因は給水原価であったが，是正

後の統一料金に対するその寄与率は小さく，他の要因

によって統一料金が規定されていたことを示唆してい

る。一方で，旧市町村の最低額の係数が 0.646 と最も

高く，最低額が統一料金を規定する最も大きな要因で

あったと考えられる。これは，統一料金の設定におい

て，事業体の健全経営より住民への負担の軽減が重視

された結果であると考えられ，この分析結果は第一次

ヒアリング調査の結果を裏付けるものであった。

他の説明変数に関しては，現在給水面積は給水面積

が広いほど給水施設が広範囲に分布し，維持管理費が

割高になることから，運転状況排水量については排水

処理施設からの排水量が多いほど原水の水質が悪く，

排水処理と浄化処理に経費がかかることから，料金が

高くなる可能性が考えられる。また資本的支出に関し

ては，施設が改良されることで処理効率が高まり，給

水コストを削減できることから，あるいは施設改良が

できるほど財政的な余裕があることから料金が安くな

ることが考えられる。

また，財政計画に基づかず料金を社会的配慮によっ

て低く設定した事業体では，当然ではあるが，格差是

正によって，総費用から給水収益を引いた不足額を総

費用で除した，不足額の割合が増加していたことが明

らかになった。特にこの割合が増加していたのは，平

均額と最低額を採用した事業体であったが，これらの

事業体では是正前から不足額の割合が比較的高かった

にもかかわらず，平均額や最低額が採用されていた。

これはやはり，事業体の健全経営より社会的配慮が優

先された結果としてこれらの方法が採用されたものと

考えられる。

5．お わ り に

本研究では，全国の水道事業体が水道料金の事業体

間の格差を解消するために実施してきた是正方法と格

差是正による料金設定を規定する要因の把握を試みた。

その結果，料金設定に関しては旧事業体の中の最低料

金が統一料金を規定する大きな要因であったことと，

低い料金に統一した多くの事業体において，格差是正

によって総費用から給水収益を引いた収益の不足額が

増加していたことを明らかにすることができた。また，

全国を対象とした事業体の統合実態を明らかにし，統

合した事業体の特徴や料金決定に関わる因子を特定す

ることができた。

しかしその一方で，次のような課題も残った。

本研究では水道事業の統合時に設定される統一料金

を規定する要因を特定するために，重回帰分析を用い

たが，分析対象とした事業体が 59市町村 (119 事業

体) と，統計分析のサンプル数として十分でなかった

可能性が考えられる。格差是正を実施した可能性があ

る事業体であっても，合併前の旧市町村全ての事業体

に関するデータが水道統計に記載されていなかったた

め，調査対象とできない事業体も多数存在した。その

ため，対象とする事業体を抽出するための条件を緩和

したり，水道統計以外からデータを収集したりする工

夫が必要であると考えられる。

また，格差是正を実施した市町村に対するヒアリン

グ調査では，料金改定の際に採られたプロセスや意思

決定の方法などを明らかにすることはできていない。

さらに，住民の理解を得るために行った工夫に関して，

有効であった方法やその効果の検証も今後の課題とし

て残されている。

以上のような課題を残したものの，本研究の成果は

今後，水道事業体が料金格差の是正を行う際に役立つ

ものと考えられる。
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Study on Methods of Correcting the Difference in Water Charges
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Abstract

Based upon statistics on water supply and a nationwide hearing survey for water utilities, the

authors tried in this study to comprehend methods with which consolidated corporations corrected

the difference in water charges among the former corporations, and to identify key factors in setting

the unified fares when the difference was corrected. As the results, it was revealed that the

minimum fare among the former corporations was the key factor to deter-mine the unified fares and

deficits in revenue (“total costs” minus “revenue on water supply”) had increased at a lot of

corporations consequently after they were consolidated.

Key words : water utilities, water fare, consolidation of corporations
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